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特集＞＞＞　建設機械

建設機械における ICT システムの活用
遠隔機械稼動管理システムの展開とデータ活用の推進

土井下　健　治

建設機械は，1980 年代からマイコン制御技術を取り入れたメカトロ化が始まり，2000 年に入って情報
通信技術（ICT）の進展にともない，建設機械にも ICT技術が導入されるようになった。その代表例は，
遠隔機械稼動管理システムであるが，現在ではその機能は建設機械において一般的な仕様となり，システ
ム導入の段階から，データ活用の段階に開発のフェーズが進んできている。本稿ではその遠隔機械稼動管
理システムを例に，顧客，代理店，建機メーカそれぞれにおける現状課題と活用事例を紹介し，今後の方
向性について言及する。
キーワード：�建設機械，ICT（情報通信技術），遠隔機械稼動管理システム，GNSS，テレマティクス，

O&Oコスト

1．はじめに

近年のGPSなどのGNSS（Global Navigation Satellite …
System）位置情報取得技術，及び衛星通信・携帯電
話などの通信インフラの拡張・低価格化にともない，
自動車や建設機械に通信機器を搭載し，離れた場所か
ら機械の状態を監視する，遠隔機械稼動管理システム
の普及が本格化してきた。
自動車分野においては，一般にテレマティクス

（Telecommunication ＝通信と Informatics ＝情報工
学から作られた造語）と呼ばれているが，車両状態の
監視だけでなく，ドライバーへの渋滞情報や天気予報
などのエンタテイメント情報提供や事故時のサービス
センタへの緊急通報等の安全・安心サービスも含んだ
統合的なサービスとして提供されているのが特徴であ
る。
一方，建設機械における遠隔機械稼動管理システム
は，生産材としての役割から，基本情報としての機械
位置，稼動時間等の稼働状況監視に加え，燃料消費量
や故障情報等のプロダクトサポートのため関連情報の
取得を主たる機能としている。自動車との車両単価の
違いもあるが，建設機械においては，この遠隔機械稼
動管理システムは各社ほとんどの機種で標準装着と
なってきており，装着比率と活用に関しては自動車業
界の先をゆく事例も見られる ICT技術分野である。

2．ICT 化の目的

よく ICT は道具であると言われているように，建
設機械に ICT 技術を導入すること自体が本来の目的
ではない。お客様の建設機械の状態を，リアルタイム
で確認できるようにすることにより，適切なプロダク
トサービスの提供やより良い運転のための情報取得な
どを実現し，最終的にはお客様への省燃費な運転方法
のリコメンドなどからお客様のオペレーション改善と
利益拡大を実現することが目的である 1）。
本稿では，最初に，建設機械 ICT 化の代表事例で
ある遠隔機械稼動管理システム構築における課題や取
り組みを説明する。その後，図─ 1に示す建設機械
ICT化の 3つの目的，「プロダクトサポートの効率化
（代理店メリット）」，「生産・開発への活用（メーカメ
リット）」，「現場オペレーションの改善（顧客メリッ
ト）」それぞれの実現に対し，現状課題とその解決の
ための取り組みについて紹介したい。

図─ 1　建設機械 ICT 化の目的
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3．KOMTRAX® のしくみ

まず，遠隔機械稼動管理システムの一例である，
「KOMTRAX®」のしくみを簡単に紹介する（図─ 2）。
最近の建設機械では，制御用コントローラ間を
CAN（Controller Area Network）と呼ばれるネット
ワークで接続し，複数のコントローラ間の情報を共有
しながら統合制御が行われている。KOMTRAX® 端
末は，各種コントローラに接続されたセンサ情報等を
この車載ネットワークから取得し，GPS 位置情報と
併せて，衛星通信や携帯地上波回線経由にてサーバに
情報を送信している。サーバからは，インターネット
経由で顧客や代理店が必要な車両情報を閲覧できるよ
うになっており，インターネットのブラウザソフトさ
えあれば，特別なソフトウェアは必要ない。

4． 遠隔機械稼動管理システム構築における
課題と取り組み

（1）グローバル対応
建設機械は，今や全世界で生産・販売されており，
新車のみならず中古車の流通もグローバル規模であ
る。従って，搭載される ICT システムも当然全世界
で利用できるシステムが望ましい。
遠隔機械稼動管理システムは，その目的から通信機
能が必須であるが，その通信機能ゆえにグローバル展
開には困難を伴う。一般的に通信事業の許認可は各国
毎の専権事項であり，国毎に許認可を取得する必要が
あるためである。
許認可の対象は，その通信サービスが使用する周波
数帯に関するものや，使用する通信端末ハードウェア
に対するもの等があるが，それぞれ利用する国毎に，

通信サービスのプロバイダや，あるいは端末製造メー
カがそれらの認可を取得する必要がある。
この問題は，民間企業の努力だけでは解決が困難で
あり，時間を要する問題であるが，欧州における CE
マークのような国境を越えた相互認証のしくみの構築
が望まれる。

（2）通信インフラ
現在，KOMTRAX® の通信インフラとしては，衛

星通信，または携帯地上波通信が利用されている。携
帯地上波通信は，数年前までは，利用する各国毎に存
在する携帯キャリア会社とそれぞれ個別に利用契約す
る必要があり，建設機械をグローバルで生産・販売す
るメーカとしては，利用が困難であった。しかし，最
近になり各キャリアが他国のキャリアとローミング契
約を交わし，一つのキャリアとの契約だけで世界中で
の利用を可能にするグローバルローミング契約や，そ
のサービスプラットフォームを専門で提供するグロー
バルネットワークオペレータ企業が出現し，携帯地上
波通信をグローバルで利用する環境が整ってきた。
遠隔稼動管理システムにて利用が想定される通信イ
ンフラと，その特徴を表─ 1にまとめる。
通信インフラは，グローバルで 1つの方式が利用で
きるのが望ましいのであるが，表─ 1のとおりそれ
ぞれ長所・短所があり，現状では目的に合わせて使い
分けるしかない。
そのため，カバーエリアと通信コストを考慮し
て，日本・中国では携帯地上波通信，その他国では
衛星通信を利用しているが，一部マイニング現場で
は，無線 LAN も併用することもある。今後も，そ
の地域，現場に合った通信インフラを見極めながら，
KOMTRAX® サービスを拡大してゆく予定である。

（3）データ解析技術の向上
建設機械から，通信網を通じてデータを取得する技
術自体は一般的なものであり，各建機メーカにおいて
も利用する技術に優劣は無い。むしろ，どのようなデー
タを取得し，どのように加工して日々のサポートや生
産，開発活動に応用していくかが，もっとも知恵を必
要とする部分であり，各社の差別化，競争力の原点で
ある。
KOMTRAX® は 2001 年から標準装着され，適用機

種，適用地域を広げてきた。当然データの蓄積も進ん
でいるが，そのデータ解析と日々の活動への展開につ
いては，まだまだ道半ばであると考えている。データ
解析技術の向上と，日々のオペレーションへの適用は，

図─ 2　KOMTRAX® のシステムイメージ
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把握することができる。
従来，このような遠隔機械稼動管理システムが無い
時には，サービスマンが現場に訪問し，現車タッチす
ることも容易なことでは無かった。固定された現場の
場合は良いが，お客様の現場は日々変わることも多く，
携帯電話でお客様の事務所に確認を取りながら，現場
に向かうのが普通であり，現場に到着するだけでも数
時間を要する場合もあった。
KOMTRAX® では，確実な車両位置を地図で確認
して訪問できるばかりでなく，事前に発生しているエ
ラーの種類や，機械の状態を把握して訪問できるので，
必要な部品やツールを効率よく事前準備して訪問する
ことができる。
また，携帯電話や GPS 端末などを利用して，代理
店のサービスパーソンやサービスカーの位置を確認
し，サービスが必要な最寄りのお客様へ立ち寄りさせ
る，といった取り組みも実施している。

6．生産・開発への活用取り組み

（1）市場トレンドの推定
一般的な景気動向指標として，例えば日本では内閣
府による「機械受注統計調査」や，国土交通省による
「建築着工統計調査」などが良く知られており，設備
投資の先行指標として利用されている。住宅建築着工
件数と建機需要は密接に関連するため，重要指標とし
て管理されているわけであるが，さらにより早期，か
つ地域毎の市況把握の参考情報として，KOMTRAX®

の稼動時間情報を活用している。
建設機械の稼働時間は，建設業のお客様の仕事量を
如実に表すと考えられる。特に，個別の顧客ではなく，
地域ごとの全体的な平均を長期トレンドとして観察す

表─ 1　遠隔機械稼動管理システムでの通信インフラ

利用可能地域 カバーエリア 通信パフォーマンス
（速度・容量） 通信コスト

衛星通信
△

認可されていない国も
ある

△
屋内利用不可

△
速度，データ容量とも
低い

△
データ容量当たりの通
信費は比較的高価

携帯地上波通信
○

携帯はほぼ全世界に普
及している

△
郊外や山岳地等で利用
不可の場所あり

○
パケット通信であれ
ば，比較的高速・大容量

△
国際ローミングの費用
が比較的高価

無線 LAN（Wi-Fi）
○

グローバルな標準化が
進んでいる

△
通常数 100 m の範囲で
しか使えない

○
高速・大容量通信が可
能

○
通常無料

業務用無線（SS無線）
△

国により利用可能周波
数や出力が違う

△
通常数 kmまでの範囲
でしか使えない

△
数 10 kbps 程度

△
利用申請費用などが必
要な場合あり

○：良い　　△：課題あり

日々改善されている取り組みではあるが，以下いくつ
かの事例を紹介したい。

5．プロダクトサポート効率化への取り組み

（1）消耗品交換リコメンド活動
KOMTRAX®では，稼動時間をベースに消耗品等の

交換時期をお知らせする機能を持っている（図─ 3）。
この情報をベースに，各代理店が担当機種のチェッ
クを実施し，必要あれば電話での顧客への交換リコメ
ンドや実際の部品交換作業を実施する。販売店にとっ
ては，消耗品部品の売上拡大のチャンスとなり，お客
様にとっても機械が深刻なダメージを受ける前に適切
な処置を受けられるので，将来の大きな修理費用の出
費を抑えることができる。

（2）サービスマン派遣の効率化
KOMTRAX® の画面では，上記のような消耗品交
換が必要な機械や，エラー・コーションが発生してい
る機械を一覧で閲覧したり，地図上で確認したりする
ことが可能である。これら何らかのサービスが必要な
機械は，通常の車両と色を変えて表示しており，代理
店のサービスマンなどは，一目で対応が必要な車両を

図─ 3　消耗品交換時期お知らせ画面（イメージ）
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ることにより，当該地域における市況を推測すること
ができる。
あくまで参考情報ではあるが，適切な生産量や在庫
量を判断するうえでは，有用な情報といえる。

（2）機械使われ方情報の開発へのフィードバック
建設機械，特に油圧ショベルは，さまざまな汎用的
作業が出来る機械である。JCMASでは一般的な油圧
ショベルの作業を定義し，燃費計測方法などの標準化
に使用している（JCMAS H020 2010）が，実際の顧
客の作業は複雑であり，かつ，掘削，走行，ならし等
各作業の実施比率も，地域，顧客業種等によりバラバ
ラなのが実情である。
そこで，各地域における仕様決定の際の参考情報取
得，顧客でのより正確な燃費を推定するといった目的
のため，KOMTRAX® から得られる，機械の使われ
方情報が利用されている。
実際に，同じ機械であっても国により操作の仕方に
傾向が見られる場合や，作業内容の過酷度合いに違い
がある場合があるが，より実状にあった使われ方を把
握することにより，試験基準の見直し，作業モードの
仕様決定など，開発時の検討に役立てることができる。

7． 顧客オペレーションの改善活動における
課題と取り組み

冒頭に述べたように，建設機械の ICT 化の取り組
みは，最終的にはお客様へのメリットとして，オペレー
ション効率の向上や，オペレーションコストの削減に
つながらなければならない。
車両のライフサイクルにおいては，建設機械の購入価
格よりも，燃料費や保守費，オペレータ人件費といった，
O&O（Operating & Owning）コストのほうが，ずっと
高いのが通常である 2）。従って，燃料費やオペ工賃等，
O&Oコスト削減の提案ができれば，お客様のオペレー
ションのコスト削減に大きく寄与することとなる（図─ 4）。

（1）省エネ運転の提案
環境問題への関心の高まりと燃料費の高騰により，
近年では省エネへの関心が非常に高まっている。我々
建設機械のお客様にとっても，燃料代の抑制は最重要
課題であり，省エネ機械の開発は建設機械メーカの至
上命題でもある。
ただ自動車も同様であるが，建設機械自身の燃費向
上に加えて，運転方法の改善も，燃費には非常に大き
な影響を与えることがわかっている。過去に実施され
た省燃費運転研修の例では，同じ油圧ショベルであっ
ても，省燃費運転を学習した前後の結果で平均 1割程
度の燃費改善が見られ，人によっては作業量も加味し
た燃費効率で 30％以上の改善がみられる場合もあっ
た。
このように，お客様での省エネを運転面から支援す
るため，KOMTRAX® では「省エネ運転支援レポート」
としてお客様に運転内容情報と省エネ運転のためのア
ドバイスを提供している（図─ 5）。

例えば，車両負荷情報と作業モード情報を比較して，
負荷が低い作業が多いにもかかわらず，E（エコノミー）
モードではなく，P（パワー）モードを多用している場
合には，Eモードを利用するように提案したり，作業
をしていないアイドリング時間が長い場合には，アイ
ドルストップを提案したり，といったアドバイスなの
であるが，実際にこのアドバイスにより，同じ現場で図─ 4　建設機械のライフサイクルコスト

図─ 5　省エネ運転支援レポート
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同じ作業をしているにもかかわらず，月間 11％程度の
燃料消費を削減した事例などが報告されている。

（2）レンタル最適配車の実現
近年，特に日本国内においては，建設機械の需要は
レンタル向けが過半を占めており，油圧ショベルの場
合は，2002 年以降，日本国内需要の半分以上がレン
タル向けとなっている 3）。そのようなレンタル業のお
客様にとって，効率的な配車管理と確実な保有機の稼
働状況の把握は，ビジネス遂行のうえでの重要な管理
項目である。
一部レンタル会社においては，KOMTRAX® の位
置情報，稼動時間情報を活用し，比較的稼働の少ない
車両を別の営業所に回したり，お客様の現場に近い営
業所から機械を融通したりといった，効率的な配車管
理に利用している。
また，実際に機械が動いた時間が正確に分かるので，
レンタル料金算定の参考情報としても利用できる。
KOMTRAX® は，レンタル機械の稼働率向上にも
大いに貢献しているのである。

（3）下取り価格アップの取り組み
図─ 4に示した通り，下取り価格が高くなれば，お

客様のO&Oコストを下げることができる。通常，中
古車の下取りにおいては，外観，経過年数，サービス
メータが価格決定の基準となるが，KOMTRAX® の
メンテナンス履歴，作業負荷履歴情報等より詳細な機
械の使われ方履歴を開示することにより，バイヤーに
しっかりメンテナンスされているという安心感を与
え，より高く買い取りしてもらう，という取り組みを
始めている。

（4）車両盗難の抑制と盗難保険価格の低価格化
2000 年頃，建機盗難とそれによる ATM強盗事
件などが社会問題化したが，日本建設機械工業会が
2003 年に「盗難防止装置に関するガイドライン」を
まとめ，建設機械メーカ各社がそれぞれ電子認証キー
やKOMTRAX® のような遠隔機械稼働管理システム
を導入するなどして対策に努めてきた結果，2001 年
をピークに，以降建機盗難は減少している 4）。
実際に，KOMTRAX® の夜間のエンジン始動警報

メール送信機能や位置追跡機能を活用し，盗難車両を
確保した事例が世界で確認されており，これらの実
績を踏まえ，KOMTRAX® 装着建機については保険
会社とタイアップのうえ，通常より安価な盗難保険メ
ニューが提供されている。

8．建機 ICT 化の今後の取り組み

ここまで述べてきたように，建設機械の ICT 化，
特に遠隔機械稼動管理システムに関しては，しくみの
構築のフェーズから，そのデータ活用のフェーズへと
状況が移行しており，いかにしてサポートや顧客オペ
レーションの効率化を実現するかに各社の力量が問わ
れている。

（1）データの精度向上と詳細化
サービスや顧客現場での情報活用が進むにつれて，
機械稼動管理システムの扱うデータはより詳細なもの
が求められるようになってきている。例えば，マイニ
ング現場で利用される超大型建設機械などは，ダウン
タイムが顧客オペレーションに決定的な損失を与える
ため，エラー発生前後の各種車両データを複数同時に
取得したり（スナップショットデータ），センサーデー
タを長時間にわたりモニタリングしたデータ（トレン
ドデータ）を必要としている。これらの情報は，一般
的にデータ容量が大きく，既存の通信回線では容量
やコスト面で扱えないことも多い。このような大容量
データも扱える，新しい通信システムの開発が必要に
なってくるであろう。
また，機械のダメージや使われ方をより詳細に見る
ため，エンジン，トランスミッション，ポンプ，ホー
ス等機械のコンポーネント単位での情報取得も求めら
れてきている。これらコンポーネント単位での情報を
取得するためには，新しいセンサやデータ収集のしく
みが不可欠となるが，既存の技術では課題も多く，今
後の研究開発が必要な分野である。

（2）情報化施工
さらに最近では，施工精度向上や工期の削減などを
目的に，別の視点からの建設機械 ICT化技術である，
「情報化施工」の導入も進んできた。日本においては，
国土交通省が情報化施工普及推進のための各種標準や
ルールの整備を進めており，早晩日本においても大き
く普及してくることは間違いない。
情報化施工においては，地形の加工 CADデータや
作業機の位置データなど，従来の遠隔機械稼動管理シ
ステムでは扱っていない情報が使われており，将来的
にはそれら情報化施工の情報と遠隔機械稼動管理シス
テムの情報は統合され，お客様に新たな施工効率向上
の手段を提供することになるであろう。
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9．まとめ

車両の遠隔稼動管理システムは，テレマティクスと
いう言葉とともに普及台数こそ自動車業界が進んでい
るが，オペレーションへの活用度合いから見ると，建
設機械のほうが先頭を走っている。
機械単独では，技術的な差別化が難しくなってきて
いる今日，ICT技術を利用した，顧客のオペレーショ
ン改善にまで踏み込んだソリューション提供は，今後
の建設機械メーカ各社にとっての重要な課題となるで
あろう。
�
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